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 はじめに
2011年３月､ 日本は未曾有の災害､ 東日本大震災を経験した｡ この大きな
環境変化により､ 市場の価値観は一変､ ｢花見の自粛｣ ｢内食志向｣ ｢節電｣
等､ 個人の消費も変化を余儀なくされた｡ わが国のマーケティングもまた､
その流れの中で変化を求められてはいるが､ しかしそれはまだ､ ｢表現の自
粛｣ や ｢情勢への対応｣ でしかなく､ この大きな環境変化に対する戦略的な
市場へのアプローチとは言い難い｡
危機的環境に関して､ 過去10年をざっと振り返って見ても､ 世界の至る所




1970年代の災害発生件数 (90件/年)､ 被害者数 (5,400万人/年) であるのに
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1) 内閣府資料､ ｢統計からみた震災の復興｣､ ESRI Discussion Paper Series No. 286､ 2012
年４月､ p 4より
における即効性のあるマーケティング施策を検討している研究は少ない
(Avraham & Ketter 2008)｡
そこで本研究では､ 3.11以降の震災以降の消費を研究対象に置き､ ｢環境
変化｣ ｢価値観変化｣ ｢購買行動の変化｣ の３つ関係性とそれに対応したマー
ケティング施策を､ 9.11以降アメリカのマーケティング分野において議論さ
れるようになった ｢パトリオティックアプローチ｣ を援用し､ 検討する｡
 マーケティングにおけるパトリオティックアプローチに関す
る研究


























しつつある領域である (e.g. Kwakほか 2006；金 2009,2010)｡
2001.9.11以降､ アメリカの消費市場において “Be American (アメリカ人
たれ)” あるいは “Made in America” に根差した消費意識が芽生えたことで､
マーケティングコミュニケーション実務担当者を中心として､ パトリオティッ




唯一､ 消費者意識の変化の規定因として､ “ナショナリズム (Nationalism)”､
“パトリオティズム (Patriotism)”､ そして “インターナショナリズム (Inter-
nationalism)” があるとし､ それらと購買意識との関係を検討したのが､ Lee,
W. N. 等 (2003) の研究である｡
彼女等は､ Kosterman & Feshbach (1989)､ Druckman (1994) の研究を援
用し､ パトリオティズムを ｢主体の自国に対する愛情 ｣､ ナショナリズムを
｢自国が (他国より) 優れており､ また (世界において) 主要である､ とい
う主体の認識｣､ インターナショナリズムを ｢他国と共生しようとする感情｣
であると定義する｡
そして､ 社会学者 Sumner (1906) が提唱した ｢自民族主義｣ を意味する
“エスノセントリズム (Ethnocentrism)” の議論を踏襲し､ Shimp & Sharma
(1987) によって拡張された概念､ ｢消費者観としての自民族主義｣ として
の “コンシューマーエスノセントリズム (Consumer Ethnocentrism)” に基




パトリオティズム､ そして インターナショナリズム､ 更にそれらの所
要因とデモグラフィック要因 (性別､ 年齢､ 年収､ 教育水準) との関係を実












彼女等は７つの仮説を提示し､ 全て ｢５ (とてもそう思う) を最大とした
５点尺度｣ の､ パトリオティズムに関する質問項目12問､ ナショナリズムに
関する質問項目８問､ インターナショナリズムに関する質問項目９問､ そし
て CETSCALE2) に基づくデモグラフィック要因に関する質問項目17問､ 総
質問数46問の調査表を作成し､ 全米の消費者を対象としたランダムなインター
ネットアンケート調査を行い､ 最終336サンプルから分析をしている｡
その結果､ 仮説１) はその妥当性を実証できなかったものの､ その他は有
意性が認められたと報告している｡ 調査結果から､ １) に関して､ アメリカ
において ｢パトリオティズム自体が明確に測定できなかった｣ こと3)､ を理
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2) Shimp & Sharma (1987) が提唱した Consumer Ethnocentrism の調査フレーム｡




Lee, W. N等 (2003) の研究の特徴は､ ｢9.11のような大きな経済環境の変
化が､ 消費者の国内製品と国外製品に対する意識を変容するのか？｣ という
こと､ すなわち歴史的史実としてはあたりまえな事象と捉えられがちな ｢社
会環境の変化｣ と ｢消費意識の変化｣ の関係性を､ 愚直に実証的に検討した
ことであろう｡




という点｣､ そもそも③ ｢コンシューマーエスノセントリズム､ またその基
盤となったエスノセントリズムには､ 自国と対外国に関する２つの意識が包
括され定義されているという点｣､ そして④ ｢国､ 地域によって､ パトリオ
ティズム”と“ナショナリズム”の認識が異なるという点｣ である｡
まず① ｢消費者の購買行動との関係を検討できていない｣ と言う問題につ











3) Lee, W. N., Hong, J. Y. & Lee, S. J. (2003) “Communication with American consumers in
the post 9/11 climate : an empirical investigation of consumer ethnocentrism in the United








③ ｢エスノセントリズム概念の概念的複雑性｣ の問題は､ その定義の複雑














ズムの両概念を包括した ｢愛国心｣ という意識が存在するため､ それらを明
確に区別することは困難であると指摘される｡
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そこで本研究では､ 震災以降日本全国で芽生えた ｢絆意識｣ を媒体とした
消費に目を向け､ その実態を検討する｡
 震災契機とした ｢絆消費｣ の実態
震災を契機とし市場の価値観は一変､ 個人の消費もそれに伴い変化してい











11億7,600万円の黒字へ好転している) 等の所謂 ｢震災特需｣ が挙げられる5)｡
後者は､ 電通総研が本年９月に公表した ｢震災一年半後の意識・ライフス
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タイルレポート｣6) や､ 住環境研究所による ｢東日本大震災による住意識の
変化｣7) のレポート､ 日本経済新聞社の産業景気予測8) においても明示されて





べ ｢親族の呼び寄せ意向｣ が､ 震災前27％から39％と､ ｢地域社会への参加
意向｣ が震災前28％から37％と上昇傾向が示されている（図表２)｡ また日
経新聞の調査でも､ 家族の ｢絆｣ を重視する消費により､ 子供の発表会等へ
参加するためのワンピースの需要や､ 家族との ｢絆｣ を表す形あるアイテム
としてシンプルなネックレス等のアクセサリー需要が伸びると予測されてお
り､ 事実､ 宝飾ブランド ｢４℃｣ を展開するＦ&Ａアクアホールディングス
は､ 本年２月期の連結経常利益では､ ６期ぶりに過去最高の38億円を達成し
ている9) 等､ コミュニティ意識に根差した消費傾向は顕在化している｡
上記のように､ 新聞紙面や企業の調査報告で目にする ｢絆消費｣ を概観す
ると､ それらは震災を契機とした帰属意識を起因とする消費ということがで
きるが､ しかしながらその ｢絆｣ 意識の対象となる集団とは､ 家族､ 友人､
職場の仲間等であり､ 自国に対するロイヤリティから醸成されたものと言い
難い｡ また各調査においても､ ｢震災により､ 自国に対する意識が向上した
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4) 仙台三越は､ 津波で石巻店が被災､ 本館も約１カ月間の休業を余儀なくされたが､ ４
月の営業再開後は復興需要を取り込み､ 売上高､ 最終利益共に大幅な黒字に転じた｡
5) 株式会社 帝国データバンク資料､ ｢特別企画：2011年度 東北６県主要百貨店８社の
業績動向調査｣､ 2012年７月３日より
6) 電通総研HP､『消費気分調査』レポート､ vol. 15より (http://www.dentsu.co.jp/news/
release/2012/pdf/2012104-0921.pdf#search='％E9％9B％BB％E9％80％9A％E7％B7
％8F％E7％A0％94')
7) セキスイハイム HP､『｢東日本大震災による住意識の変化｣ 追跡調査について｣』よ
り (http://www.sekisuiheim.com/info/press/20120301.html)
8) 日本経済新聞 (電子版)､ 2012年１月27日号､ p 17より
















































山５合目 (富士宮口) での街頭調査､ ｢富士山登山消費と震災以降の消費意
識に関するアンケート｣ 調査に基づき検討する｡
 震災以降の富士登山消費に観る､ 自国意識と ｢絆｣ 意識の関
係
太古の昔から現在まで､ また日本人のみならず海外からも日本の象徴とし














ているが､ しかしその中の日本人数は11万2,400人 (前年対比14％増) と増
加していることや11)､ また登山口別の登山客の推移を観ると (図表４)､ 富
士山登山口の中で一番の難所と言われている御殿場口が平成22年では9,845
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10) 静岡新聞 (電子版)､ 2012年８月８日号より
11) レコードチャイナ HP 2012年４月15日の記事より (http://www.recordchina.co.jp//
group.php?groupid=60450&type=0)
















































16,624 11,390 9,845 15,758 15,462













また ｢震災以降の意識変化｣ に関するヒアリング､ および記述アンケートか
ら得られた項目を基に､ ｢富士登山動機｣ と ｢震災以降の意識変化｣ の尺度
試作版を作成した｡ その後､ 他の学生77人を対象に事前テストを行った後､
本調査を行った｡
調査表は､ ｢登山｣ に関する項目３問､ ｢富士登山の動機｣ に関する項目10
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図表５：富士山登山消費と震災以降の消費意識に関するアンケート項目
項目１；△富士山登山について
1 富士登山の経験はありますか？ (初めて, ２回目, ３回以上 )

















2 登頂すると達成感が得られる (得られそう) から
3 記念になるから
4 友人・知人に自慢できるから
















2 3.11の大震災以降､ 日本政府への ｢思い入れ｣､ ｢愛着｣､
｢誇り｣ は変化しましたか？
3












1 性別 (男性､ 女性)
2 年齢
(小学生以下､ 20歳未満､ 20歳代､ 30歳代､ 40歳代､ 50歳代､
60歳代､ 70歳 以上)
3 居住地 記述回答
年齢は20歳代29％ (188人) と一番多く､ 続いて40歳代24％ (159人)､ 30歳
代24％ (157人) と､ 主に20代～40代が約80％近くを占めていることがわかっ
た (図表６)｡
主な登山者の居住地については､ 富士宮口の場所的特性から､ 地元静岡県
25％ (162人)を筆頭に､ 近郊の神奈川県15％ (100人)､ 東京都９％ (61人)､
愛知県８％ (51人)､ そして大阪７％ (43人) が多いことがわかった｡
｢項目１：富士登山に関する質問｣ の調査結果によると､ 今年初めて富士山
登山を行う観光客が全体の44％を占めており (図表７)､ またその富士山初
心者の中の129名 (44.95％､ 全体の19.79％) は登山自体も初心者であるこ
とが明らかとなった｡
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図表６：登山者年齢分布



















































割合は ｢日本一標高が高い山である｣ が94.5％､ ｢登頂すると達成感が得ら
れる (得られそう) から｣ 94.5％が､ ｢記念になるから｣ が90％､ ｢友人・知
人に自慢できる (できそう) だから｣ が49.4％､ ｢挑戦することで成長でき
る (できそう) だから｣ が69.3％､ ｢神聖な土地であるから｣ が54.9％､ ｢様々
な芸術のモチーフとなっているから｣ が38.7％､ ｢日本の象徴だから｣ が82
％､ ｢美しい眺望があるから｣ が88.1％､ ｢日本人に生まれたからには､ 一度
は登らなければならないと思っていたから｣ が89.5％と､ 多くの項目におい
て高い数値を示している (図表８)｡
｢日本一標高が高い山である｣ と ｢登頂すると達成感が得られる (得られ
そう) から｣ の２項目の数値の高さは､ 登山者の自己実現志向に起因する意











まりましたか？｣ が63.5％､ そして ｢人と人との絆が大事だと感じるように
なりましたか？｣ が81.8％と､ 全ての項目で30％の回答者が向上したと答え
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図表８： ｢富士登山の魅力｣








































































































































まったく重要ではない 1.2％ 1.1％ 2.5％ 8.7％ 3.8％ 6.7％ 10.4％ 2.9％ 1.7％ 3.2％
やや重要ではない 0.2％ 0.8％ 1.8％ 8.6％ 5.7％ 8.4％ 12.7％ 2.8％ 1.8％ 4.3％
どちらでもない 4.1％ 3.7％ 5.7％ 33.3％ 21.2％ 29.9％ 38.2％ 12.3％ 8.4％ 13.0％
やや重要 16.1％ 15.8％ 19.8％ 24.4％ 30.2％ 24.1％ 19.2％ 26.2％ 24.1％ 18.6％



























とても向上した 1.2％ 1.1％ 2.5％ 8.7％ 3.8％ 6.7％
向上した 0.2％ 0.8％ 1.8％ 8.6％ 5.7％ 8.4％
どちらでもない 4.1％ 3.7％ 5.7％ 33.3％ 21.2％ 29.9％
低下した 16.1％ 15.8％ 19.8％ 24.4％ 30.2％ 24.1％








0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
28.4％47.1％23.2％














いて大きな収穫であり､ 消費者が震災により (自国) 内向き消費へ関心を示
し始めたことがわかった｡
また ｢震災以降の意識｣ の６項目に関して､ SPSS, 19. for windowsを用い
て相関分析を行った｡ その結果､ 全ての項目が相関し合うという結果を得ら
れた (図表10)｡ そしてその中で注目すべきことは､ 一般的に関係性が予測
される ｢絆意識｣ と ｢ボランティア参加意識｣ との間に､ 高い相関 (r＝.505,
p＜..01) が見受けられただけでなく､ それ以上に ｢絆意識｣ と ｢日本国に
対する意識｣ との相関が高い数値 (r＝.531, p＜.01) を示したことである｡
すなわち､ このことは一般的に認識されている ｢絆意識｣ と ｢ボランティ



























日本国に対する意識 ─ .384** .455** .407** .457** .531** 3.91 .771
日本政府への意識 ─ .325** .473** .234** .171** 3.09 1.023
日本製品・サービス
への意識
─ .614** .392** .392** 3.60 .768
政治意識に伴った自
国製品の意識
─ .386** .306** 3.36 .788
ボランティアへの参
加意識
─ .505** 3.79 .707








るが､ ｢環境変化｣ と ｢自国へのロイヤリティ意識｣ の相関を明示できたこ
とは､ 今後のマーケティング研究の一助になるものであると信じている｡
しかしその一方で､ 研究上の課題も露呈した｡ それは､ ｢富士登山の魅力｣
に関する項目に関して､ 10問中６問に天井効果が出てしまい､ 本調査の目的









｢MOVING ON TOGETHER!｣ を始め､ 様々な企業へのインタビュー調査を
している｡ そして､ その過程を通じて､ 2012年に入り､ 復興支援活動の形態
が徐々に変化してきた兆しがあることがわかった｡
というのは､ 企業のチャリティプロジェクトの多くが義援金や物資による
援助が主となっているが､ 最近では ｢東北コットンプロジェクト｣12) に観ら
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12) 東北コットンプロジェクトとは､ 津波により稲作等が困難になった塩田に､ 被災者で







組みづくり｣ としてのブランド構築をすることで､ いかに ｢買い続けてくれ
るようにするか｣ を視点に検討しなければならないということである｡
では地域にブランドを構築するとはどのようなものであろうか｡ 和田
(2009) は､ 地域ブランドを ｢(当該) 地域が独自に持つ歴史や文化､ 自然､
産業､ 生活､ 人のコミュニティといった地域資産を､ 体験の『場』を通じて､
精神的な価値へと結びつけることで､『買いたい』『訪れたい』『交流したい』
『住みたい』を誘発するまち｣ と定義し､ そして地域ブランド構築は､ ｢地域
の有形無形の資産を人々の精神的な価値へと結びつけることであり､ それに
よって地域の活性化を図ること｣ と議論する (和田 2009, p 4)｡
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クト｡ 詳しくは東北コットンプロジェクト HP参照のこと (http://www.tohokucotton.
com/)｡







士登山客調査において ｢絆意識｣ と高い相関にあった ｢ボランティア参加意
識｣ の背景にある要因､ ｢援助行動｣ に根差した消費であろう｡
社会学において､ ボランティア行動研究等で主に議論されている ｢援助行
動｣ とは､ ｢苦境に立つ､ あるいはそのままでは苦境に立ちそうな人がその
状況を避けたり､ そこから抜け出したりすることができるように､ 多少の損
失を被ることを覚悟して､ 力を貸す行為｣ と定義され (中村 1987, p 2)､ ｢継
続的に維持される人間関係においてやり取りされる行為｣ であると位置づけ
られている (西川 1997, p 13)｡
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